
岡山市高齢者・障害者施設省エネ機器更新緊急支援事業補助金交付要綱 
 

（趣旨） 
第１条 物価高騰の影響を受けている市内の高齢者・障害者施設等（以下「各施設」という。）

における光熱水費等の経費削減による経営改善を図るため，各施設で使用する設備・機器
を更新し，省エネルギー性能の向上を図るために必要な経費に対し，予算の範囲内におい
て岡山市高齢者・障害者施設省エネ機器更新緊急支援事業補助金（以下「補助金」という。）
を交付するものとし，その交付に関しては，この要綱に定めるもののほか，岡山市補助金
等交付規則（昭和 48 年市規則第 16 号。以下「規則」という。）に定めるところによる。 

 
（対象施設・事業所） 

第２条 補助金の対象となる施設・事業所（以下「対象施設」という。）は，次に掲げる要
件の全てを満たす対象施設とする。 

 (1) 介護保険法（平成 9 年法律第 123 号），障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律（平成 17 年法律第 123 号），生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）
及び老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）に規定されている対象施設であること。 

 (2) 別表第１に掲げる施設種別に該当すること。 
(3) 令和 8 年 10 月 1 日時点で岡山市内において事業を行っており，かつ，申請時点で事

業を継続していること。 
 

（補助事業） 
第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は，次の各号いずれ

にも該当する事業とする。 
 (1) 対象施設で使用する入所者及び利用者へのサービス提供等に必要な設備・機器を更新

し，省エネルギー性能の向上を図るもの 
 (2) 更新前と比較し，設備・機器１台（LED 照明設備の場合は一式）ごとに 5％以上の省

エネルギー効果が見込まれるもの 
２ 前項の規定にかかわらず，次の各号いずれかに該当する事業は補助の対象としない。 
 (1) 第２条に規定する対象施設以外の施設に設置する省エネ設備・機器を導入するもの 
 (2) 設備・機器１台（ＬＥＤ照明設備の場合は一式）ごとの本体価格が，５万円未満（消

費税及び地方消費税を除く。）のもの 
  

（補助事業者） 
第４条 補助金の交付を受けることができるのは，第２条に規定する対象施設を設置・運営

する法人（社会福祉法人，医療法人，公益財団法人，一般社団法人，一般財団法人又は医
療生活協同組合に限る。）とする。 



２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するものは補助事業者としない。 
 (1) 規則第２０条第１項各号に定める事由により補助金の交付決定の取消を受け，当該取

消の日の属する年度の翌年度から起算して１年を経過していないとき。 
(2) 法人が，暴力団（岡山市暴力団排除基本条例（平成 24 年市条例第 3 号）第 2 条第 1

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき，又は法人の役員（業務を執行す
る社員，取締役，執行役又はこれらに準ずる者をいい，相談役，顧問その他いかなる名
称を有する者であるかを問わず，事業を行う者に対し業務を執行する社員，取締役，執
行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）
及び当該申請に係る対象施設を管理する者が，暴力団員（同条例第２条第２号に規定す
る暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

(3) 役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正利益を図る目的又は第三者に損害を加え
る目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

(4) 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して，資金等を供給し，又は便宜を供与するなど
直接的若しくは極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与しているとき。  

(5) 役員等が，暴力団又は暴力団員であることを知りながら，これと社会的に非難される
べき関係を有しているとき。  

(6) 市税を滞納しているとき。 
 

（補助対象経費） 
第５条 補助事業の実施に際し支出される経費のうち，補助金の交付額の算定に当たって

対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，補助事業者が補助事業を実施するた
めに必要な設備・機器の購入費，運搬費及び設置工事費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号に該当するものは，補助対象外とする。 
(1) 交付決定前に当該補助対象機器等の導入に係る契約を締結しているもの 
(2) 既存機器等の処分に係る費用 
(3) レンタル又はリースする場合の費用 
(4) 公租公課（消費税及び地方消費税） 

 
（補助金の額） 

第６条 補助金の額は，対象施設ごとに，第５条の補助対象経費の合計額から寄付金その他
の収入額を控除した額に３分の２を乗じて得た額（その額に千円未満の端数が生じた場合
にはこれを切り捨てた額）とし，別表第２に定める補助上限額を限度とする。ただし，当
該額が同表に定める補助下限額未満の場合は，補助金を交付しない。 

 
（交付の申請） 

第７条 補助事業者は，補助金の交付を受けようとするときは，規則及びこの要綱に定める



条項の適用を受けることについて同意をした上で，第２条に定める対象施設ごとに，補助
金等交付申請書（様式第１号）を，市長が定める日までに，市長に提出しなければならな
い。 

２ 規則第５条第１項第５号に規定するその他市長が必要と認める書類は，次のとおりと
する。 

 (1) 補助事業の経費を証明する書類（見積書）の写し 
 (2) 補助対象経費に係る支出の内容に係る内訳明細書の写し 
 (3) 設備・機器比較証明書（様式第２号）（設備・機器メーカー又は納入業者が省エネル

ギー性能を証する書面。ただし，蛍光灯からＬＥＤ照明設備へ更新する場合を除く。） 
 (4) 更新（入替）前の設備・機器の写真（型番，設置状況等が分かるもの） 
 (5) 市税の滞納無証明書  

(6) 本補助金の振込先として指定する口座の預金通帳の写し（表紙と通帳を開いた１・２
ページ目の両方） 

３ 規則第５条第２項の規定により，同条第１項第１号から第４号の書類の添付は要しな
いものとする。 

 
（補助金の交付の制限） 

第８条 補助金の交付は，同一施設又は事業所において１回に限り受けることができる。 
２ 他の補助金等の制度の対象となっているものについては，補助金の交付の対象としない。 
 

（交付の条件） 
第９条 市長は，規則第７条第２項の規定に基づき，補助金の交付の決定に当たって，同条

第１項各号に定める事項のほか，次の条件を付するものとする。 
 (1) 補助事業により取得し，又は効用の増加した価格が単価５０万円以上の機械，器具及

びその他の財産については，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令
（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の
規定により，厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで，市長の承認を受けないで，
この補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸付，担保に供し，又は廃
棄してはならない。 

 (2) 市長の承認を受けて第１号に定める補助財産を処分することにより収入があった場
合には，その収入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

 (3) 補助事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助事業完了後におい
ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに，その効率的な運用を図ること。 

 (4) この補助金と補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収入及び
支出について証拠書類を整理し，当該帳簿及び申請書類を補助金の額の確定の日（補助
事業の中止又は廃止承認を受けた場合にはその承認を受けた日）の属する年度の終了



後５年間保管しなければならない。ただし，補助事業により取得し，又は効用の増加し
た価格が単価５０万円以上の財産がある場合は，前記の期間を経過後，当該財産の財産
処分が完了する日，又は適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大
臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならな
い。 

 
（決定の通知） 

第１０条 市長は，第 7 条第１項の規定に基づき補助金の交付申請があったときは，その
内容を審査し，補助金の交付が適当であると認めたときは，補助金等交付決定通知書（様
式第３号）により申請者に通知するものとする。 

 
（変更承認）  

第１１条 補助事業者は，補助事業の計画を変更（次項に定める軽微な変更に係るものを除
く。）しようとするとき，又は補助事業を中止し，若しくは廃止しようとするときは，遅滞
なく補助事業計画変更・中止（廃止）申請を行い，その承認を受けなければならない。  

２ 前項に規定する市長の定める軽微な変更は，次に掲げる変更以外の変更とする。  
(1) 補助対象経費の合計について，２０％を超える増減がある場合  

３ 前２項の規定にかかわらず，次に掲げる変更は認めないものとする。  
(1) 補助金額の増額を伴う変更  
(2) 使用用途の異なる設備・機器への変更  
(3) 更新（入替）前の設備・機器の変更  

 
（状況報告） 

第１２条 市長は，補助事業の適正を期すため必要があるときは，補助事業者に対し報告を
求め，又は職員に対象施設に立ち入り，帳簿書類，その他の物件を検査させ，若しくは補
助事業関係者に質問させることができる。  

２ 市長は，前項の調査により，この要綱に適合しない事実が明らかになった場合には，補
助事業者に対して，適合させるための措置を執ることを指示することができる。  

３ 補助事業者は，前項の規定による指示を受けたときは，これを誠実に順守しなければな
らない。 

 
（状況報告並びに着手及び完了届の免除） 

第１３条 規則第１３条に規定する状況報告及び規則第１５条に規定する補助事業等着
手・完了届の提出は要しない。 

 
 



（実績報告） 
第１４条 補助金の交付の決定を受けた補助事業者は，補助事業が完了したとき（廃止の承

認を受けたときを含む。）は，市長が定める日までに，補助事業等実績報告書（様式第４
号）に次の各号に定める書類を添付して報告しなければならない。 
(1) 補助対象経費に係る納品書の写し 
(2) 補助対象経費の支払い状況が明らかになる書類（請求書・領収書） 

 (3) 補助対象経費の支払い内容に係る内訳明細書の写し 
 (4) 補助対象設備・機器等の設置状況が確認できる写真 
２ 規則第１６条第１項第１号の書類の提出は要しない。 
 
 （補助金の返還） 
第１５条 市長は，補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは，補助

金の交付の決定を取り消し，既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができ
る。 
(1) 補助事業の全部又は一部を中止したとき 
(2) 虚偽の申請その他不正な行為により補助金の交付を受けたとき 

 (3) 補助金をその他の用途に使用したとき 
 (4) 前各号のほか，補助事業に関して補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に

違反したとき，又は市長の指示・命令に従わなかったとき 
 

（委任） 
第１6 条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の施行について必要な事項は市長が別に

定める。 
 

附 則 
この要綱は，令和８年１０月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



別表第１ 
施設種別 特別養護老人ホーム，介護老人保健施設，介護医療院，認知症対応型共

同生活介護事業所，短期入所生活介護事業所，短期入所療養介護事業所，
特定施設（養護老人ホーム，軽費老人ホームを除く），施設入所支援事業
所，福祉型障害児入所施設，医療型障害児入所施設（療養介護），短期入
所事業所，宿泊型自立訓練事業所，共同生活援助事業所，福祉ホーム，
救護施設，養護老人ホーム，軽費老人ホーム 

 
別表第２ 

区分（定員規模） 補助上限額 補助下限額 
定員 30 人以上の対象施設 2,000,000 円 150,000 円 
定員 30 人未満の対象施設 1,000,000 円 100,000 円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式第１号） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

預金通帳の写しは添付書類欄に
書かなくてもよいでしょうか。 



（様式第２号） 
 
 
（様式第３号） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式第３号） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式第４号） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


